（様式２）

国際共同映像制作助成金対象事業指定・概算交付申請書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成　　年　　月　　日

（あて先）
一般財団法人さっぽろ産業振興財団理事長

申請者　住　　　　所

法人・団体名

代 　表 　者　　　　　　　　　　　印

「国際共同映像制作助成金」の対象事業指定・概算交付を受けたいので、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

なお、助成金の対象となる映像を完成させるとともに、当該完成した映像を放送・公開することを確約いたします。また、事業計画書に記載した公開予定日を経過しても、助成金の対象となる映像が完成しないとき、又は公開がなされないときは、助成金の返還に応じることといたします。
１　助成対象経費　　　　　　　　　　　円

２　助成申請予定額　　　　　　　　　　円
３　概算交付申請額　　　　　　　　　　　　円

４　添付書類

(1) 申請者概要、共同制作者概要（別紙１<1,2>）

 (2)　事業計画書（別紙２ <1,2,3>）

(3)　助成対象経費内訳書 (別紙３)
別紙１　申請者概要<1>

	法人・団体名
	

	代表者職・氏名
	

	住所（所在地）
	〒　　－



	電話番号
	

	ホームページ
	

	設立年月日
	

	構成員
	

	沿

　革
	

	（事務担当者連絡先）

役　　職：

氏　　名：

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　FAX番号：

e-mailｱﾄﾞﾚｽ：


　※１　定款又はこれに類する規約を添付してください。

　※２　直近の市税の納税証明書(指名願用)および宣誓書(様式３)を添付してください。

　　　　納税証明書(指名願用)については、各市税事務所及び札幌市役所本庁２階の税証明窓口で、１税目につき手数料400円で交付しております。

別紙１　共同制作者概要<2>

	法人・団体名
	

	代表者職・氏名
	

	住所（所在地）
	〒　　－



	電話番号
	

	ホームページ
	

	概　　　要
	


· 共同制作者の概要がわかるものであれば、別の様式によることができます。

別紙２　事業計画書<1>

	(1)区分
	映画・ＴＶ・その他

	(2)事業名
	

	(3)あらすじ

(審査基準③)
	タイトル：


	(4)撮影期間及び撮影地

(審査基準③)
	撮影期間：平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

撮影期間：平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

(延べ　　日間)
札幌市内での撮影期間：平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

札幌市内での撮影期間：平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日（延べ　　日間）
撮影地：



	(5)放送・公開予定時期
	平成　　年　　月　　日～

放送・公開

	(6)主な出演者
	

	(7)スタッフの役割・氏名
	プロデューサー：　　　　　　監督：　　　　　　脚本：

その他：



	(8)関与する札幌映像撮影コーディネーター

(審査基準⑥)
	氏名：

所属：

	(9)総製作費
	

	(10)後援者、協賛者など
	


　※映像制作スケジュールを添付願います。

別紙２　事業計画書<2>

	(1)映像の露出

(審査基準①、②)
	露出媒体：

放送・公開国：

視聴者数：

総露出時間：
クロスメディア展開：

	(2)札幌市の経済効果やPR効果

(審査基準③)
	

	(3)関与する札幌市内事業者

(審査基準④)
	

	(4)人材育成の推進

(審査基準⑤)
	

	(5)映像制作の実績(審査基準⑦)
	

	(6)他産業との連携(審査基準⑧)
	

	(7)作品を活用したプロモーション展開への貢献
(審査基準⑨)
	提供可能な素材：
協力の内容：




※事業計画書の内容は、審査基準の対象となりますので、詳しく記入してください。

　　　別紙２ 事業計画書<3>

	(1)概算交付が必要な理由
	

	(2)概算交付申請額の理由
	


事業計画書<1,2,3>を記入するうえのでの補足
１、事業計画書<1>の中の、スタッフの役割・氏名については、人件費、宿泊費等助成金の対象経費となったスタッフ全員分の記載願います。なお、スタッフの一覧がわかるものがあれば、別の様式によることができます。

２、事業計画書<2>の(1)の視聴者数、総露出時間については、想定される数値を記入してください。(再放送を含む) なお、その数値を客観的に計れる書類があれば、添付願います。クロスメディア展開については、SNSを活用した番組宣伝などについて記入してください。
３、事業計画書<2>の(2)については、映像を通じて観光や食産業等の促進に寄与する観点を中心に記入してください。

４、事業計画書<2>の(3)については、撮影機材レンタル会社等の映像制作にかかわる事業者のみが対象であり、旅行代理店など映像事業者以外の事業者は含まれません。
５、事業計画書<2>の(4)については、本事業を通じて、市内の若手映像人材や学生が関与できる場を創出するなど、人材育成につながる展開について記入してください。

６、事業計画書<2>の(5)については、国際共同制作の実績を中心に記入してください。実績の概要がわかるものであれば別の様式によることができます。

７、事業計画書<2>の(6)については、映像のなかでプロモーションを行うため、地元観光や食産業等との商品化やタイアップが確定または計画しているものがあれば、契約書等その事実を証明できるものを添付してください。また、計画が存在する場合は、その内容がわかる書類の添付を願います。
８、事業計画書<2>の(7)についての提供可能な素材の例は、作品名、使用可能な映像・写真であり、作品の象徴的なシーンを求めております。協力の内容については、それらの素材を活用し、財団および札幌市が実施するシティプロモート等の取組に寄与できるかの視点で記入してください。

９、概算交付申請額は、助成申請予定額の8割以内の金額となります。
別紙２　事業計画書<3>　記入例
	(1)概算交付が必要な理由
	事業を円滑に実施するため、必要な経費に対し助成金の概算払いの交付を希望します。

	(2)概算交付申請額の理由
	例1：対象経費のうち、人件費、機材費、宿泊費、札幌市内への往復航空賃については、事業開始前に現金払いする必要があります。

このことから、上限である助成申請予定額の8割の金額の交付を希望します。

例2：対象経費のうち、宿泊費、札幌市内への往復航空賃は撮影の開始前に発生し、立替が困難であるため、これらの経費について、概算交付を申請します。

※対象経費とは、別紙3の助成対象経費内訳書に記載した経費です。




